
【単位：円】

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
⑤成果目標に対する実績

1
電力・ガス・食料品等価
格高騰緊急支援給付金
（追加分）支給事業

社会福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯等への支援を行うことで、低所得の方々や家計が
急変した方々の生活を維持する。
②低所得世帯等への給付金及び事務費
③○給付金…437,920,000円
　　　 ・令和5年度分の住民税非課税世帯…437,150,000円（＝6,245世帯×70,000
円）
　　　 ・家計急変世帯…770,000円（＝11世帯×70,000円）
　○事務費…11,792,229円
　　　・需用費…380,268円（消耗品費（プリンターインク、コピー用紙ほか）：199,538
円、封筒印刷代：180,730円）
　　　・役務費…1,217,642円（手数料（口座振込手数料：688,160円、口座振込に係
る組戻手数料：6,160円、チラシ・返信用封筒の封入れ作業手数料：6,500円）：
700,820円、通信運搬費：516,822円）
　　　・業務委託料…9,277,048円（給付金支給事務委託料：6,950,548円、システム
構築業務委託料：2,326,500円）
　　　・使用料及び賃借料…286,000円（機械（複合機）借上料）
　　　・人件費…631,271円（時間外勤務手当）
④低所得世帯等…6,256世帯
　　・令和5年度分の住民税非課税世帯…6,245世帯
　　・家計急変世帯…11世帯
⑤令和6年2月5日に対象世帯への給付金の支給を開始した。

1

支給対象者に対し、定められ
た金額を効率的に支給する
ことができたため。

住民税の課税状況や振込先
口座があらかじめ分かってい
る方に対して、申請によらず
「プッシュ型」にて支給を行
い、迅速で効率的な支給に
努めた。

申請書裏面の記載漏れが多
かったため、申請書の様式や
記載方法の案内について工
夫する。

449,712,229       449,712,229       449,712,229       R5.12.20 R6.8.19

2

電力・ガス・食料品等価
格高騰緊急支援給付金
（住民税均等割世帯分）
支給事業

社会福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。
②住民税均等割のみ課税世帯への給付金及び事務費
③○給付金…124,130,000円（＝1,241世帯（令和5年度分の住民税均等割のみ課
税世帯）×100,000円＋1世帯（令和5年度分の住民税均等割のみ課税世帯）×
30,000円）
　○事務費…5,846,147円
　　・需用費（事務用消耗品（コピー用紙ほか）（5,374円）、印刷製本費（封筒）
（119,680円））：125,054円
　　・役務費（郵送料（310,552円）、振込手数料（137,060円））：447,612円
　　・業務委託料（給付金支給事務委託料（2,999,700円）、システム構築業務委託
料（1,600,500円））：4,600,200円
　　・使用料及び賃借料（機械借上料）：330,000円
　　・人件費（時間外勤務手当等）：343,281円
④令和5年度分の住民税均等割のみ課税世帯…1,242世帯
⑤令和6年3月27日に対象世帯への給付金の支給を開始した。

1

支給対象者に対し、定められ
た金額を効率的に支給する
ことができたため。

支給要件確認書を送付した
ものの返送がない方に、勧奨
のために支給要件確認書を
再送付した。

申請書裏面の記載漏れが多
かったため、申請書の様式や
記載方法の案内について工
夫する。

129,976,147       129,972,038       129,972,038       R6.2.8 R6.8.19

3

電力・ガス・食料品等価
格高騰緊急支援給付金
（こども加算分）支給事
業

社会福祉課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生活を維
持する。
②18歳以下の子どものいる住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯
への給付金及び事務費
③○給付金…50,450,000円（＝1,009人（令和5年度分の住民税非課税世帯及び住
民税均等割のみ課税世帯における18歳以下の子どもの人数）×50,000円）
　○事務費…2,756,795円
　　・需用費（事務用消耗品（プリンターインク、コピー用紙ほか）：82,819円
　　・役務費（郵送料（40,782円）、振込手数料（61,710円））：102,492円
　　・業務委託料（システム構築業務委託料）：2,189,000円
　　・人件費（時間外勤務手当）：382,484円
④・18歳以下の子どものいる住民税非課税世帯（439世帯）及び住民税均等割の
み課税世帯（122世帯）…561世帯
　・令和5年度分の住民税非課税世帯及び住民税均等割のみ課税世帯における
18歳以下の子ども…1,009人
⑤令和6年6月4日に対象世帯への給付金の支給を開始した。

1

支給対象者に対し、定められ
た金額を効率的に支給する
ことができたため。

住民税の課税状況や振込先
口座があらかじめ分かってい
る方に対して、申請によらず
「プッシュ型」にて支給を行
い、迅速で効率的な支給に
努めた。

申請書裏面の記載漏れが多
かったため、申請書の様式や
記載方法の案内について工
夫する。

53,206,795         53,201,048         51,987,467         R6.4.26 R6.10.31

事業開始
年 月 日

事業完了
年 月 日№

実施計画における
交付対象事業の名称

担当課名

事業の実績等に係る担当課
による自己評価

○評価：1…予定どおりの執
行となった、意図した効果が
得られた場合など

○評価：2…予定どおりの執
行とはならなかった、意図し
た効果が得られなかった場
合など

左欄の自己評価に至った理
由や経緯（事業実施に際して
発生した障害等）など

事業実施に際して工夫した
点など

より効果的な事業実施に向
けた改善点など

総事業費

【物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金】令和５年度実施計画計上事業に係る実績等

事業の概要

交　付　金
対象事業費

交付金
充当額



【単位：円】

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
⑤成果目標に対する実績

事業開始
年 月 日

事業完了
年 月 日№

実施計画における
交付対象事業の名称

担当課名

事業の実績等に係る担当課
による自己評価

○評価：1…予定どおりの執
行となった、意図した効果が
得られた場合など

○評価：2…予定どおりの執
行とはならなかった、意図し
た効果が得られなかった場
合など

左欄の自己評価に至った理
由や経緯（事業実施に際して
発生した障害等）など

事業実施に際して工夫した
点など

より効果的な事業実施に向
けた改善点など

総事業費

事業の概要

交　付　金
対象事業費

交付金
充当額

4
公共交通事業者緊急支
援事業

地域振興課

①物価高が続く中、原油価格や物価の高騰、またエネルギー価格の高騰などの影
響を受けている公共交通事業者を対象に、市民生活に必要な地域公共交通の確
保維持を目的とした支援（補助金の交付）を実施する。
②補助金
③○バス事業者
　　・路線系統1系統当たり100,000円
　　・対象路線系統23系統
　　∴100,000円×23系統＝2,300,000円
　○タクシー事業者
　　・専業用自動車・10台未満…3事業者×100,000円＝300,000円
　　・専業用自動車・20台以上…1事業者×250,000円＝250,000円
　　∴550,000円
　合計　2,850,000円
④・市内の路線系統を有するバス事業者：2事業者
　 ・市内のタクシー事業者：4事業者
⑤事業継続路線数・事業者数
　 ・バス事業者：2事業者（路線系統：23系統）
　 ・タクシー事業者：4事業者

1

新型コロナウイルス感染症の
影響が長期化し、さらに燃油
価格等の高騰の影響を受
け、交通事業者は引き続き
不安定な経営を余儀なくされ
ており、この度の支援事業に
より急速的な社会構造の変
化に対応しつつ、持続的な公
共交通の運行が可能となっ
た。

千葉県が行った公共交通事
業者への支援金制度を参考
に行ったため、県に準じた内
容で適切な支援事業を行うこ
とができている。

 
本事業については、コロナ禍
で大きな影響を受けている公
共交通事業者に迅速かつ的
確に支援金を支給できたもの
と考えている。

2,850,000           2,850,000           2,850,000           R6.1.19 R6.3.7

5
物価高騰対応子育て応
援給付金給付事業

子育て支援課

①物価高が続く中、エネルギー価格や食材料費等の高騰の影響に直面する子育
て世帯の負担の軽減を図ることを目的とした支援（給付金の給付）を実施する。
②18歳以下の子どものいる世帯への給付金及び事務費
③・給付金…73,170,000円（=7,317人×10,000円）
　・事務費…1,230,105円（需用費（事務用消耗品（コピー用紙）（7,678円）、印刷製
本費（封筒）（48,620円））：56,298円、役務費（郵送料（388,758円）、振込手数料
（474,210円））：862,968円、人件費（時間外勤務手当（286,192円）、休日勤務手当
（24,647円））：310,839円）
④18歳以下の子どものいる世帯…4,384世帯（対象となる18歳以下の子どもの人
数…7,455人）
⑤給付金を給付した18歳以下の子ども…7,317人

1

ホームページや市広報での
周知の他、個別に案内を行っ
たことにより、予定どおりの執
行となった。

ホームページや市広報での
周知の他、個別連絡をするこ
とにより、申請勧奨をした。
申請受付期間が短期間で
あったことから、要申請につ
いては返信用封筒を同封し
申請手続きの負担を軽減し
た。

 ― 74,400,105         74,400,105         45,752,815         R6.1.18 R6.6.27



【単位：円】

①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）
⑤成果目標に対する実績

事業開始
年 月 日

事業完了
年 月 日№

実施計画における
交付対象事業の名称

担当課名

事業の実績等に係る担当課
による自己評価

○評価：1…予定どおりの執
行となった、意図した効果が
得られた場合など

○評価：2…予定どおりの執
行とはならなかった、意図し
た効果が得られなかった場
合など

左欄の自己評価に至った理
由や経緯（事業実施に際して
発生した障害等）など

事業実施に際して工夫した
点など

より効果的な事業実施に向
けた改善点など

総事業費

事業の概要

交　付　金
対象事業費

交付金
充当額

合　　　計 775,060,727       775,050,871       745,190,000       

 ― R6.3.7R6.1.2264,915,451         64,915,451         64,915,451         6
医療機関等物価高騰対
策支援事業

健康増進課

①物価高騰が続く中、国の定める診療報酬単価による経営を行っている医療機関
においては、エネルギー価格や食材料費等の高騰の影響を価格転嫁することが
できず、経営が圧迫されている状況にある。患者や利用者等への安全安心で質の
高い医療サービスの提供体制の維持を目的に、市内医療機関に対して支援（補助
金の交付）を実施する。
②補助金、消耗品費、通信運搬費
③○補助金…64,891,000円
　　　 ・病院…51,000,000円（26,000,000円×1機関、25,000,000円×1機関）
　　　 ・診療所（有床）…891,000円×1機関＝891,000円
　 　　・診療所（無床）…200,000円×26機関＝5,200,000円
　 　　・歯科医院…200,000円×25機関＝5,000,000円
　 　　・薬局…100,000円×28機関＝2,800,000円
　　　※病院に対する補助額のうち電気料金及びガス料金に係るものについては、
令和5年4月から9月の実績額と令和3年度の同月の実績額との比率の平均値を上
昇率とし、それを令和2年度（エネルギーの高騰の影響なし）の実績額（年額）に乗
じたものを高騰影響額として整理等をしたもの。また、病院及び有床診療所に対す
る食材料費に係る補助額については、支援事業の標準として国から示された内容
（許可病床数×6,400円）を用いたて算定したもの。
　 ○消耗品費（コピー用紙）…1,919円
　 ○通信運搬費…（94円＋（84円×2回））×86通分＝22,532円
　 合計　64,915,451円
④市内医療機関…82機関（病院：2機関、診療所（有床）：1機関、診療所（無床）：
26機関、歯科医院：25機関、薬局：28機関）
⑤支援先医療機関（85機関）における原油等の物価高騰の影響の緩和（令和2年
度の経営状況と同等とすることを目指すもの。）

1

電気料金・ガス料金のエネル
ギー価格や食材料費等の高
騰により逼迫した市内医療機
関に対して、交付金を活用し
支援することで、患者や利用
者に対する安全安心で質の
高い医療サービスの提供体
制維持に資することができ
た。

事業対象者と事前連絡をとっ
た。


